
(2) 費用負担調整事務費の状況

勧 告 説明図表番号

費用負担調整機関が納付金の徴収及び管理、交付金の交付等の業務を行う

ために必要な事務費（以下「費用負担調整事務費」という。）は、電気使用

者が支払う賦課金を原資としており（法第 11 条及び第 16 条）、合理的なも

のであることが求められる。

また、費用負担調整機関は、毎事業年度、その業務に関し事業計画書及び

収支予算書を作成し、経済産業大臣の認可を受けなければならないこととさ

れており（法第 21条）、費用負担調整事務費も収支予算書の一部として経済

産業大臣の認可を受けている。

今回、費用負担調整機関における費用負担調整事務費の状況について調査

した結果、以下のような状況がみられた。

費用負担調整事務費は、平成 24 年度決算額で約 1億 1,037 万円、25 年度

決算額で約 2億 2,980 万円、26年度決算額で約 2億 751 万円及び 27 年度予

算額で 2 億 6,658 万円となっている。その内訳をみると、外注費が、平成

24 年度は約 6,063 万円（54.9％）、25 年度は約 1 億 6,589 万円（72.2％）、

26年度は約 1億 4,295 万円(68.9％）及び 27年度は 1億 8,315 万円(68.7％)

となっている。

毎年度外注している主な業務は、①ＦＩＴシステムを利用して電気事業者

が入力した買取実績データの審査等を行う「システム業務」、②ＦＩＴシス

テムの稼働監視等を行う「システム保守」、③制度改正に伴いＦＩＴシステ

ムの修正等を行う「システム修正」である。これら業務に係る費用の合計額

は平成 24年度決算で約 3,976 万円、25 年度決算で約 1億 6,269 万円、26年

度決算で約 1 億 4,138 万円及び 27 年度予算で 1億 7,810 万円であり、外注

費に占める割合はそれぞれ 65.6％、98.1％、98.9％及び 97.2％となってい

る。費用負担調整機関は、ＦＩＴシステムの開発業務を委託した事業者（以

下「特定委託事業者」という。）に対し、費用負担調整業務開始当初から上

記①から③までの業務を委託している。

一方、経済産業省は、契約価格の妥当性を判断する必要があるとして、特

定委託事業者以外の複数者から見積りを徴するように費用負担調整機関に

求めているが、費用負担調整機関は、平成 24 年度から 27年度までのいずれ

の契約についても、特定委託事業者以外の複数者から見積りを徴取しておら

ず、業者選定理由書を作成の上、特定委託事業者と契約している。

また、上記③の業務に係る平成 27 年度契約については、費用負担調整機

関は特定委託事業者の見積りについてコンサルティング会社に評価を依頼

し、おおむね妥当と評価されているが、多大な工数を要している部分がある

との指摘も受けているため、今後は工数の内訳等を確認するとしている。

表 4-①（再掲）

表 5-(2)-①

表 5-(2)-②

表 5-(2)-①

（再掲）

90



さらに、経済産業省は、費用負担調整機関に対し、上記①から③までの業

務に係る外注費について、特定委託事業者以外の複数者から改めて見積りを

徴取させるなどの措置を講じないまま、収支予算書を認可している。

【所見】

したがって、経済産業省は、費用負担調整業務の収支予算書の認可に当た

っては、費用負担調整事務費の大半を占めるシステム業務、システム保守及

びシステム修正に係る外注費の積算の合理性を確保するため、費用負担調整

機関に対し複数の者から見積りを徴取させる、第三者による評価を受けさせ

るなど必要な措置を講ずる必要がある。
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表5-(2)-② システム業務等の委託内容

年度

平成24年度

25年度

26年度
27年度

年度

平成24年度

25年度
26年度
27年度

年度

平成24年度

25年度

26年度

27年度

委託内容

①
システム業務

委託内容

③
システム修正

委託内容

②
システム保守

区分

区分

区分

同上

①経済産業省から連絡を受けた電気事業者に関する情報をＦＩ
Ｔシステムに反映（登録）等、②納付金徴収業務（全電気事業
者から受け付けた供給電気量データの審査、審査エラーとなっ
たデータのエラー内容の確認・訂正及び電気事業者への連絡
等）、③交付金交付業務（全電気事業者から受け付けた買取実
績データの審査等）

（24年度の委託内容に次の事項を追加）
①経済産業省・電気事業者からの問合せ・要望事項等に対する
対応支援、②経済産業省・電気事業者からの異例作業・データ
補正依頼等への対応支援、③エラー対応・異例対応発生時の経
済産業省・電気事業者との調整支援、④擬似エラーチェック要
件変更及び判定結果の妥当性確認を行うための調査・補助資料
作成支援、⑤費用負担調整機関が保持する各種データの提供依
頼に対する様式作成・データ集計（含むＳＱＬ作成）支援、⑥
ＦＩＴシステムに関する課題・懸案事項発生時の管理支援

同上

（注）当省の調査結果による。

①インフラ運用（データバックアップ等）、②ライセンス保
守、③システム保守（システム稼働監視及びホームページ保守
等）
24年度と同様（ホームページ保守を除く。）
同上
同上

①交付金算定における回避可能費用単価買取年月毎適用対応の
修正、②交付金算定における事業税及び原価折込額対応の修正

①既存チェック項目変更、②新規チェック項目（消費税相当額
等）追加等

①回避可能原価（単価）設定、②買取実績データメンテナン
ス、③買取実績データ審査（チェックＩＤ追加・修正等）等

①出力制御対応機器設置義務の有無による異なる調達価格の適
用、②運転開始後の発電出力増加への対応、③バイオマス設備
の別区分化等
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